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１．電線製造業の概要

（1）主な事業

・メタル(銅・アルミ)電線・ケーブルの製造・販売

・光ファイバケーブルの製造・販売

※参考資料1参照

（2）業界の規模と自主行動計画参加状況

自主行動計画参加企業の業界全体に対するカバー率：出荷額ベースで72％

(1)平成28暦年経済産業省工業統計（産業別統計表従業者4名以上の事業所）より

(2)平成30年4月1日の日本電線工業会の会員数

(3)平成28暦年日本電線工業会のメタル（銅・アルミ）電線及び光ファイバケーブル出荷額

（3）業界の現状

・国内の電力、情報通信インフラ設備の充実化にともない需要は横ばい。

1

業界全体の規模 業界団体の規模 自主行動計画参加規模

企業数 －
335事業所(1)

当会加盟
企業数

115社 (2)
計画参加
企業数

113社 (2)

市場規模 出荷額 (1)
16,640億円

当会企業 出荷額 (3)
12,428億円

参加企業 出荷額 (3)
11,901億円(72％)



１．電線製造業の概要

CVケーブル（トリプレックスタイプ）

CVトリプレックスケーブルの構造

(4)-1 代表的なメタル電線と製造工程
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１．電線製造業の概要

(4)-2 代表的な光ファイバケーブルと製造工程 プリフォーム

スロット型光ファイバケーブル
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２．電線業界の「低炭素社会実行計画」概要

○目標指標：エネルギー消費量（原油換算kl）

メタル(銅・アルミ)電線と光ファイバケーブル製造に係るエネルギー消費量

(原油換算kl)合算値

[新目標]

2020年 エネルギー消費量を2005年度(50.3万kl)比で20％削減し40.3万klとする。

2030年 エネルギー消費量を2005年度(50.3万kl)比で23％削減し39.0万klとする。

[旧目標]

2020年 エネルギー消費量 1990年度 (63.7万kl)比 26％削減 47.4万kl

2030年 エネルギー消費量 1990年度 (63.7万kl)比 27％削減 46.3万kl

[新目標策定根拠]

旧目標設定をした2013年は、極細線化等の高付加価値化が進み製造工程が複雑

化・増加するためエネルギー消費量が設備投資などによる消費量削減改善効果

を中長期的に上回ると想定。2016年まで極細線化シフトが大きく進展したもの

の、この間で一定量が置き換わり今後は緩やかに進むと判断できる状況となっ

た。生産活動量の想定は旧目標と同等としている。 ４



○目標策定の背景
・メタル電線においては、2020年に向け建設関連向けが好調で生産量が増加、中長期的には横ばいと予測。
・光ファイバケーブルは、国内通信事業者向けの減少が続き生産量は緩やかに減少すると予測。
・電線業界では、これまで最大限の省エネ努力をしてきており、1997年度から2017年度までに熱の効率的利用、
インバータモータ等の高効率設備の導入、電力の効率的運用など、大きな削減項目は既に対策済であるものの、
今後も省エネへの取組みを継続しエネルギー消費量を最大限削減していく。

○前提条件 生産工場におけるメタル電線と光ファイバケーブルの製造工程

○目標水準設定の理由とその妥当性等
電線業界では、1997年度以降、熱の効率的利用、高効率設備の導入、電力の効率的運用などに投資を行って
きている。電線という中間製品業界単体では社会全体のエネルギー消費量への貢献は決して大きくないが、
今後も省エネへの地道な取組みを継続していく。

○目標再設定

熱の効率的利用、高効率設備の導入、電力の効率的運用などエネルギー削減効果が大きい対策項目を実施する
一方で、2011年以降は極細線化等の高付加価値化によるエネルギー消費量の増加が、対策による改善効果を
上回る勢いで進むと予測し、2012年度に目標値の見直しを行い、その後の実績や高付加価値化等の傾向分析を
行った結果、2018年度に2020年度、2030年度目標の見直しを行った。

２．電線業界の「低炭素社会実行計画」概要
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３．2017年度の取組実績

生産活動量の推移
― メタル(銅・アルミ)電線 生産量： 105.5万ｔ （基準年度比 ▲21.6％、2016年度比＋2.3％）

― 光ファイバケーブル 生産量：4,637.1万kmc（基準年度比＋104.9％、2016年度比＋3.6％）

・メタル（銅・アルミ）電線の生産活動量は、国内電線需要の約50％を占める建設・電販部門では人手不足の
影響はあるものの東京オリンピック関連需要などが本格化し始めた。また、自動車生産台数の増加や生産
設備の自動化投資などに支えられ 2016年度比＋ 2.3％増加となった。

・光ファイバケーブルの生産活動量は、国内向けは公衆通信部門の光通信ネットワークの設備投資は減少、
したが、ケーブルテレビの幹線光化が進み増加、輸出についても、北米等のデータセンター向けが堅調で
増加した。

６



３．2017年度の取組実績

メタル(銅・アルミ)電線と光ファイバケーブル

合算値 エネルギー消費量の推移

― エネルギー消費量(原油換算kl)：40.2万kl （基準年度比 ▲20.1％、2016年度比＋0.1％）

― 進捗率：2020年目標：100.8％ 2030年目標：88.9％

・メタル（銅・アルミ）電線と光ファイバケーブルのエネルギー消費量(原油換算kl)合算値は、
2017年度40.2万kl、2005年度比▲20.1％、2016年度比＋0.1％増加。
熱の効率的利用・高効率設備の導入・電力設備の効率的運用等による、省エネの取組を
継続し、削減につなげる。

自主行動計画 低炭素社会実行計画

［目標水準］
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３．2017年度の取組実績

エネルギー消費量・原単位の推移

・メタル（銅・アルミ）電線は、緩やかに回復基調にあり生産量は増加となりエネルギー消費量 2017年度
33.9万kl、2005年度比 ▲25.4％、2016年度比＋0.02％増加。

・光ファイバケーブルは、北米でのデータセンター向けや欧米のＦＴＴＨ化需要が堅調で生産量が過去最高
となり、エネルギー消費量 2017年度6.4万kl、2005年度比＋28.4％、2016年度比 ＋0.4％増加。
エネルギー原単位は、高効率設備導入等のエネルギー削減効果により2016年度比3.1％改善した。

８



メタル（銅・アルミ）電線と光ファイバケーブル

合算値 CO₂排出量の推移

３．2017年度の取組実績

・メタル（銅・アルミ）電線と光ファイバケーブル合算値のCO₂排出量は、2017年度82.5万t-CO₂

2005年度比▲9.7％、2016年度比▲3.3％削減。

９



３．2017年度の取組実績

CO₂排出量・原単位の推移

・メタル（銅・アルミ）電線 CO₂排出量 2017年度69.6万ｔ-CO₂
CO₂原単位 2017年度0.659ｔ-CO₂/t、2005年度比＋7.3％、2016年度比▲5.4％

・光ファイバケーブル CO₂排出量 2017年度12.9万ｔ-CO₂
CO₂原単位 2017年度0.003ｔ-CO₂/t、2005年度比▲26.9％、2016年度比▲6.7％
生産性効率UP設備投資が大きく寄与

１０



４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献

・ 導体サイズ最適化 ※参考資料2 効果と適用事例参照

電力用電線・ケーブルの導体サイズを最適化（アップ）することで通電時の電力ロ

スを低減しCO₂排出量2％削減できる。またピークカット効果も2％減少できることか

ら発電所の負荷が軽減される。イニシャルコストは増加するものの、ライフサイク

ルコスト面から有効であることを広く需要家に周知するために関係法規への反映検討

を進め、計算ソフトの拡充、需要家・ユーザー向けのPR活動を行う。

・ データセンターの光配線化

光ファイバ回線を使用することでCO₂排出量削減。

• エネルギー・マネージメント・システム

再生可能エネルギーを含む多様な分散電源を効率的、最適に運用できるシステム開発。

• 超電導き電ケーブル

在来式鉄道への実用化により電力消費削減。

• 洋上直流送電システム

再生可能エネルギー電源比率向上に資する洋上風力発電事業に貢献。

• 車両電動化・軽量化

自動車の電動化・軽量化に伴う電動系材料(巻線・ワイヤーハーネス)の開発・供給。

• 超電導リニア

超電導磁気浮上式リニアモーターカー中央新幹線計画(東京－名古屋)電源線供給。 １１



５．海外での削減貢献

• 導体サイズ最適化

送電ロスの低減が図れる導体サイズ最適化を推進するため、国際規格化の活動を

進め、規格内容やその効果について英文パンフレット作成するなど国際的に貢献。

＜国際規格化（ＩＥＣ規格）のスケジュール＞

2016年5月 ＮＰ（新業務項目提案） 承認

2017年11月 ＣＤ（委員会原案） 発行

2018年7月 ＣＣ（各国コメント集） 発行

2019年内の規格化を目指し活動中

• データセンターの光配線化

光ファイバ回線を使用することで、CO₂排出量削減。

• 超電導リニア

超電導磁気浮上式リニアモーターカーの中央新幹線計画の推進と米国北東回廊

(ワシントン―ニューヨーク間)プロジェクトへのプロモーション活動の推進、

電源線供給。

• 車両電動化・軽量ワイヤーハーネス

電動化・軽量化に伴う、電動系材料(巻線・ワイヤーハーネス)の開発、供給。
１２



６．革新的な技術開発・導入

1３

• 高温超電導ケーブル

送電ロス低減と大容量送電を可能にする高温超電導ケーブルの早期本格的

産業利用に向けての開発。

＜開発・導入のロードマップ＞



６．革新的な技術開発・導入

1４

• 超軽量カーボンナノチューブ

超軽量カーボンナノチューブ(CNT)は、超軽量、髙強度、金属的な導電性という

優れた特性を持ち、超軽量電線など応用製品の早期実用化を目指している。

（超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト：NEDO）

軽量 比重は銅の１／５

強度 銅の３倍

大電流 銅の１０倍

＜開発・導入のロードマップ＞

技術・サービス 2017 2018 2019 2020 2025 2030 

超軽量 

カーボンナノチューブ 
  

 
   

 

被覆線試作 
模型用モーター駆動確認 

ハイパワー電力回線配線 
自動車ハーネス 

送電線等への

適用 



７．その他取組（１）

1５

本社オフィスにおける取組

業界で削減目標を設定していないが、自主行動計画参加企業の多数が、昼休みの

など職員不在エリアの消灯、照明のLED化、パソコン・複合機の省電力モード、

省エネ機種への変更、退社時のパソコンの確実な電源停止、空調温度管理、

ク－ルビズ、ウォームビズなどに取り組み、省エネルギー対策を積極的に導入し

継続している。

運輸部門における取組

各社とも自社に輸送部門を保有しない中、荷主としてモーダルシフトを初め物流

効率化に鋭意取り組んできている。業界としての目標策定は行わないが、削減努力

は継続する。

［取組事例］

・自社開発・市販の２段積みパレット利用による拠点間輸送のまとめ出荷推進。

・鉄道貨物（コンテナ）輸送および内航船利用の促進。

・輸送ルート変更による輸送距離短縮。



７．その他取組（２）

情報発信の取組

業界団体

当会での環境活動を会員各社に展開するため、活動成果、会員各社の

省エネ改善事例に関する報告会を開催するとともに、当会Webページ

にも、その内容を公開し、業界全体で省エネ活動の効果が上がるよう

努力を継続する。※参考資料3参照

個社

企業ＨＰ・ＣＳＲ報告書において、重点分野として推進している。

・環境保全、地球温暖化防止

・地球環境、地球温暖化ガスの削減

・環境長期ビジョン2050

・環境イノベーション2050

１６



参考資料１

電線・光ファイバ主要用途

１７



参考資料２

導体サイズ最適化の効果と適用事例

国内規格化目標 成果と今後の計画

国内規格化 電線工業会規格を制定（2013年）
2016年9月「内線規程」にECSOが織り込まれ改訂

国内法規への反映
国土交通省の「公共建築工事標準仕様書」へ反映頂くべく2017年に改正案を提出→
官庁施設は、稼働率が低いことやコストを踏まえると採用は難しいとの見解。
今後は、設計手法の事例として「建築設備設計基準」に掲載して頂く等検討中。

１８



参考資料２

導体サイズ最適化の効果と適用事例
 2017年メガソーラーに初採用され、売電電力が
約2%増加することが実証された。（増加投資
回収年数は、設備使用年数=20年に対して10年
程度）

 メガソーラーへの適用を容易にする計算ソフト
を2018年5月にウェブサイトに公開した。

１９



参考資料３

環境専門委員会 Webページ
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参考資料３

環境専門委員会 Webページ
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